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一八七〇年代前半の琉球（藩）における官公調査
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はじめに
　
本稿で 、一八七九年の「廃琉置県処分
（（
（
」に至る政治過程（いわゆる琉球処分過程）の前半期（鹿
児島県・外務省管轄期一八七二～一八七四年）に行われた「官公調査」について、これに対する琉球王府の対応やその後の政治過程との連関を踏まえながら考察を行う。　
時代背景を簡単に整理しておくと、一八七一年の廃藩置県により薩摩藩が消滅し、近世期から続く
薩琉関係の再編を目論む明治政府は、暫定的な鹿児島県管轄期を挟んだ上で、一八七二年に琉球国王を「藩王」として冊封し、琉球を中華的な「藩」と位置付け直した
（2
（
。当初は漸進的で緩やかな琉球の
編入が目指されたが、台湾出兵後の一八七五年頃から大久保利通、松田道之らを中心に、明治政府の
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態度は強硬なものへと変化する。そして、一八七九年三月に処分官松田道之により琉球藩の廃止と藩王の上京が通告されると、四〇〇年以上続いた琉球王府は廃止され、これに代わって沖縄県が設置された。　
新里恵二氏は一八七九年以前の琉球研究（調査）について、 「明治政府の官僚によって、新附の領
土たる沖縄の統治に資する目的から、沖縄の沿革、旧慣、法制等について、もろもろの調査、研究」が行われており、それが琉球（沖縄）統治を目的とした実務的な性格を有し いることを指摘した
（（
（
。
そして、高良倉吉氏は新里氏の指摘を踏まえながら、このような調査（研究）を「官公調査」 （以降、
 
「
 」を外す）と称した
（（
（
。高良氏は、沖縄近代における沖縄歴史研究を通史的に捉える中でこの官公調
査を位置付け いるが、その後 研究において高良氏本人も含めてこの官公調査 言及した研究は見られない。近似する研究としては、平良勝保氏による旧慣・内法調査に関する一連の研究が挙げられるが
（5
（
、平良氏の研究においてもこの時期については大蔵省編纂の「琉球藩雑記」と外務省編纂
の「琉球藩諸調書」の比較と分析に留まる また 「処分 側」の視点から「琉球処分」の捉え直しを試みた波平恒男氏 一連の研究 いては、本稿で取り上げ 一八七二年の鹿児島県によ 官吏派遣について、その同時代的な背景や政策的意図について詳述してい もの 調査そのもの ついては言及されておらず、王府関連の資料についても『尚泰侯実録』の記述に止まる
（6
（
。
　
このように従来の研究では、この官公調査について廃琉置県処分以前の政治色の強い調査・研究で
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あったという解釈に留まっており、その内容や「尚家文書」所収資料に見られる王府側の対応などを踏まえて考察した研究は管見の限り見られない。　
本稿では、この官公調査の初発にあたる一八七二年に鹿児島県から派遣された伊地知壮
貞
　　
馨
之丞、奈良
原幸五
繁
郎による琉球諸政改革提言および伊地知小
季
　　
通
十郎による「宮古・八重山島政改革提言」 、大蔵省
主導の官公調査（一八七二～一八七三年） 、伊地知貞
壮之丞
馨の「琉球藩再建案」 （一八七四年）に着目し、
調査の内容と琉球王府の対応について考察を行う。前述したように従来、その政治性に目が向けられる一方で、調査の具体的な内容やそれに対する琉球王府の動向は看過されてきた。また、これらの調査および改革は一八七九年の廃琉置県処分 向けて、明治政府が琉球の内情を把握する作業の初発あたる。ここで改善の対象とされた案件は、一過性のものではなく 後の官公調査や沖縄初期県政においても同様の問題意識が見受けられる。 の後の官公調査との連関を踏まえながら考察を試みたい。
第一章
　
鹿児島県派遣官吏による調査と内政改革案
　
第一節
　
調査の背景
　
一八七二年、日本全域で実施された廃藩置県の結果、琉球の管轄はそれまでの薩摩藩に代わり新置
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の鹿児島県が担うこととなった。琉球に関する官公調査は、この廃藩置県直後に鹿児島県から派遣された伊地知壮之丞、 奈良原幸五郎、 書記官伊地知小十郎らによる調査と内政改革案に端を発する。 『球陽』 （附巻二三〇号）尚泰二五年（一八七二年）には、 「二十五年壬申鹿児島 庁遣差通事伊地知壮之丞奈良原幸五郎書記伊地知小十郎等官駕臨本国」とあり、この時代状況について「此年倭国宇内政務一新
 朝廷殆要行檄國中盡改前轍宜当琉球照料周旋酌察事情追考古風概歸善美救助士民可也故遣伝事
等官航海到国以行教示」と されている。これを要約する 倭国（日本）では国内の政務が一新（廃藩置県か）され、朝廷 明治政府）の主導による諸改革が行われており 琉球においても事情を考慮しつつ、時勢に合わせた改革を教示するために鹿児島から官吏が派遣されたという。　
後述するように派遣された官吏たちは琉球管内を視察し、具体的な改革提言などを行う。このこと
は豊見山和行氏によれば、 「薩摩藩時代において、同藩役人が直接琉球国内を視察し かつ改革を提言していた史実は現在のところ知られていないと思われる。時代の転換を象徴するできご だと言えよう」と指摘されるよう
（7
（
、近世期の薩琉関係には見られない出来事であった。では、このような鹿
児島県官吏の派遣は、いったいどのような経緯でなされたのであろ か。まずはその背景から見ていきたい。　
伊地知らを琉球へ派遣した鹿児島県参事大山綱良は、後の台湾出兵に関する建言の中で、この官吏
派遣について次のように述べている。
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大山綱良謹白琉球国昔ヨリ、 本
（薩摩
（
邦ニ服属シ甚タ恭順ヲ尽ス。然レドモ其国遠ク、 南海ノ中ニ在リ、
其俗固陋ヲ免レス、皇朝一新ノ時ニ至テモ、其風化及ヒ難キヲ以テ、今春県下士族伊地知壮之丞ソノ他二名ニ命シ喩 ニ、 廷ノ意ヲ以テシ固陋ヲ変革セシム。国王亦能ク其意ヲ奉體シ、日ニ開化ニ赴
（8
（ク
　
この建言中において大山は、 「皇朝一新」つまり明治維新に至っても、琉球に影響が及んでいない
ことを危惧し、その要因を地政学的な事情に求めた上で、朝廷の意（もしくは威）を以て琉球の旧習の変革を試みたと述べている。管見の限り、政府から鹿児島県へ琉球の変革を直接指示した資料は見られないため、この官吏派遣は大山参事を中心とした鹿児島県主導のも と思われる
（9
（
。
　
伊地知貞馨「琉球処分起源」にも、 「殊ニ世上ノ沿革形勢ニ至ツテハ、更ニ其何事タルヲ識別セス、
屡鹿児島県庁ヘ時世不当ノ事共申立テ、維新ノ日ニ当リ不都合ノ至ナリト 官ノ評議ヲ以テ、奈良原幸五郎及ヒ伊地知貞馨ニ渡航 命ヲ下シ」とあり、近世期の薩琉関係を鹿児島─琉球の関係に再編する中で、琉球の旧守的な在り方は鹿児島の官吏たちにとって大きな課題であった。その後すぐに「琉球藩王冊封」が行われ明治政府（天皇）─琉球という関係性へと再編されてしまうが、 「藩王冊封」までの過渡期的な鹿児島─琉球関係において、 近世期の幕府─薩摩─琉球の関係は、 朝廷（明治政府）
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─鹿児島県─琉球へと読み替える必要が生じており、その過程において単なる関係性だけでなく、琉球の内実においても鹿児島県と同様の「近代的」な在 方が求められた。　
伊地知壮之丞と奈良原幸五郎が王府の摂政・三司官と手交した「口上手控書」中には、 「各国往来
日に開化に趨き候今日に臨み、依然として、旧来之仕末而巳被相守候ては、島津家御代々之御指揮御不行届之場に当り被対朝廷如何敷」とあり
（（1
（
、琉球が旧態的であることは、それを管轄する鹿児島県が
「
（明治政府
（
朝廷」から咎められる可能性を含んでいたのである。　それでは、これらを踏まえた上で、東恩納寛惇編『尚泰侯実録』に収録され 鹿児島県庁による伊
地知らの派遣趣意書を見てみよう。
　
方今宇内形成一変、従朝廷追々御改革被仰渡候付而は、當國に於而茂萬事釐正に不及候而は、不相済時機に相成。依之此節、伝事伊地知壮之丞（貞馨）奈良原幸五郎（繋）書記伊地知小十郎江渡海申付候。就ては御趣意の件々壮之丞幸五郎江委任申 候。細詳可及演説候條、國勢 應し時情酌み因革適宜之措置有之。士民救助之道相立候様可取計 。此旨中山王被致承知、一同江茂御趣意篤く汲受候様、告諭可致候
　　
但右三人先島邉江も回島申付置候
　　
壬申正月
　　　　　　　　　　　
鹿児島縣
（（
（廰
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この派遣趣意書においても、琉球が明治維新に対応していないことが問題視されており、もうそれ
では済まされない時期に来ていることが述べられている。琉球の諸改革については、いちいち鹿児島県から直接指示を送りづらい地理的条件を鑑みて、伊地知壮之丞と奈良原幸五郎に一任されたようである。また、改革においては現地の事情を考慮した上で、 「士民救助」を主とした措置を講じる事が指示されている。これは前述したように、鹿児島県を媒介としながら、 と明治政府な し 天皇との関係性を構築する過程 、その「皇威」をもって内部を変革し 琉球の民衆を懐撫する狙いが推測される。　
次に、本稿の主眼である官公調査の具体的な内容について見ていく。ここではまず、伊地知壮之丞
と奈良原幸五郎による琉球王府への庶政改革提言につい 考察し、 その後に 小十郎による宮古 ・八重山島政改革案について考察を行う。前述の派遣趣意書 但書にあるように この時の官吏派遣は沖縄本島だけでなく、先島など離島地域まで視野に入れ ものであった。　
第二節
　
伊地知壮之丞、奈良原幸五郎に琉球諸政改革提言と王府の対応
　
伊地知ら一行は一八七二年一月一五日に琉球に到着すると、同月二五日に摂政・三司官など王府上
層部と面会し、渡海の趣意と琉球での諸改革の必要性および藩債返還免除の件等を通達した。
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渡海の趣意については前述した派遣趣意書の通りであるが、諸改革についてはその「口上手控書」
が『尚泰侯実録』と尚家文書四六八号「同治十一申年より翌酉年迄
 案書写」に収録されている。こ
の中では派遣趣意書と同様の趣旨が述べられると共に、琉球の国体と諸改革について次のように述べられている。
　
本朝之例にて申候はゝ、国体迄も都て御変革有之候処、至当之事に候得共、右者御容恕を以御斟酌被為在、国体政度是迄通にいたし、当世態を御汲取、万事易簡 向 適宜之因革有之、上下各其所を得、士民君長を致愛戴候仁政御施行、長く皇威を被仰、万邦に対し、軽侮之辱を不受様、中山王御始、要路 御役々御趣意之程深く御承諾、此涯実験被相立
（（1
（度
　
伊地知らは、本来であれば琉球の国体を含めた大変革が行われるのが当然であったが、琉球の国体
と制度はそのままとして、 万事の簡易化と民政の重視を主 する時勢に沿った改革を行うことや、 「万邦」特にここでは欧米列強から非文明的と見られない在り方を命じた。これに対する琉球王府側の対応については、尚家文書四六八号「同治十一申年より翌酉年迄
 案書写」の間書に「御返答
　
御本文
承知仕以上 あり、王府は表面上これを受け入 たようである。　
また、前述の「琉球処分起原」にはより具体的な指示内容が見られる。
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不急ノ冗官ヲ汰シ、百般ノ事務煩擾ヲ去リ、易簡ニ就キ年中ノ礼式且門閥諸官ノ僕従三部二ヲ減シ、県官在勤ノ接待贈答十ノ八九ヲ減シ、学校ヲ盛ニシテ教化ノ道ヲ拡メ、制度ヲ寛ニシテ士庶ヲ愛撫シ、各自由 権ヲ全フセシメ、永ク朝旨ヲ奉載シ、違犯スヘカラサル等ノコト 細カニ書記シ之ヲ授
（（1
（ク
　
ここでは、無用な官職の削減と諸事務の整理、年中儀礼や贈答の簡易化と上級士族の従者の削減な
どが挙げられている。教育については、この後四月に門閥の子弟を五、 六名選抜して鹿児島県学校へ留学させることが通達された。　
このように伊地知らが琉球王府へ求めた改革の内容は、主に民政重視、官吏と慣習の簡易化、教育
振興、そして最終目標 しての琉球の「近代化」であった。これに対して王府は、摂政・三司官らの知行を減らし、 鹿児島県から免除 藩債と合わせて士民救助の資本金する旨 伊地知らに伝えた。また、 『尚泰侯実録』によれば諸村の「未納税雑穀取合約三万石」を全部免除 、 子以下の共廻を三分の一に減少させた
（（1
（
。
　
しかしながら、これは一時的な措置であったことが推測される。この前年一八七三年七月に日本で
廃藩置県が断行されると、琉球への影響を危惧した王府は鹿児島在勤の琉球官吏と 間で情報収集
29（
含む頻繁なやり取りを行う。その過程においては、 朝廷が琉球を直轄とする旨を通達してきた際には、薩摩の附庸であることを主張すること、地理・経済上の理由から薩摩との関係を断つことはできないこと、東京への使節の派遣は先例と同様に薩摩を通じ 行うこと、奄美五島 復古 請う などが確認されている。同年一〇月一五日には鹿児島在勤官に対して 次のような訓令が発せられた。
　
日本御変革付て、御当地は朝廷の御支配被仰付御模様の由、然者御当地の儀、薩州の御幕下相成候以来段々被為蒙御高恩。其上外に隣国迚も無之不自由之小邦 専薩州を便国用弁来且は海路の最寄旁付いつれにも、薩州相離候ては不叶、然者天下御一新付ては 御議定不容易 にて、是許にては、何分吟味難仕候間、自然の時何様有之可 哉、御都合向の所手寄を求、極内習合表向願出可宜筋に候はゝ、其通成共此涯心魂を碎、何分にも事能可被取計、若又薩州鎮台従四位様従三位様には不仰付 他県の衆より被仰付候共、右薩州は国用の便利海路の最寄旁最上の所にて、いつれの筋是迄通薩州江渡船諸事彼鎮台御差図を以、 江の御勤御座候方に無御座候て不叶候間、彼是時機に応じ、都合能取計何分可被申越候
　　
未十月十五
（（1
（日
　
つまり、王府の中では、明治政府をそれまでの江戸幕府と同様の政体と捉えた上で、従来の薩琉関
295 一八七〇年代前半の琉球（藩）における官公調査
係を含めた現状維持が確認されていたのである。これに関しては、第二章第二節において一八七四年に伊地知貞馨が王府へ提出した「琉球藩再建案」の内容を踏まえ 再度検討を加えたい。　
いずれにせよ王府は、日本での廃藩置県を大きな時代の変革と捉えながらも現状維持を主とし、鹿
児島県による諸政の改革要求に対しては完全に拒否するわけではなく、一部を受け入れながら対処していたことをここでは強調しておきたい。　
第三節
　
伊地知小十郎による宮古・八重山島政改革提言について
　
一八七二年に実施された富川親方盛奎の宮古・八重山検使に同行した伊地知小十郎は、同年五月に
王府に対して宮古・八重山島政改革提言を提出する（ 「存慮取調之条件
 草稿」全二七ヶ条） 。伊地知
貞馨の「琉球処分起源」中には、 「八重山島石炭取調等ノ事ニ付縣廰書記伊地知小十郎渡航ノ命ヲ受ケ共ニ鹿児島ヲ發ス縣官小十郎ニ二人ノ指揮ヲ待ヘシト令スヨツテ之ヲ託シ八重山ノ事ヲ糾シ其弊害ヲ改メシム」とあり
（（1
（
、これが本稿で取り上げる宮古・八重山島政改革提言にあたる。
　
この資料は尚家文書中の「宮古八重山島江富川親方御検使之時日記」 （第四八七号）に収録されて
おり、これについては前述した豊見山氏による資料紹介によって本文の詳細な解説と翻刻がなされている。その項目を参照する 、一～七条は百姓と役人の矛盾と島役人の人員削減、八～一一条は風土病の改善予防策・海運問題・農業 二～二七条は農地・肥料・煙草栽培 提起（一二条） 、塵芥の
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肥料化（一三条） 、 猪対策としての鉄砲供与（一四条） 、 漁業振興（一五条） 、 養豚 ・ 養山羊の奨励策（一六条） 、製塩業の振興策（一七条） 、製紙用の楮仕立て方法（一八条） 、桑木と養蚕（一九条） 、適切な土地へ松杉竹桐等の有用木を仕立てるこ （二〇条） 、鍛冶細工人の派遣提起（二一条） 、桶結い細工人の派遣提起（二二条） 、 旱魃対策用溜め池地造成の提起（二三条） 、 重山相応の薬種栽培の提起（二四条） 、菜種子・棉・藍・真苧等の栽培奨励（二五条） 、石垣・西表島での学校運用（二六条） 、八〇歳以上の老人・孤独 困窮者への祝儀と救助の要請（二七条）という内容で構成されている
（（1
（
。
　
一条において「此涯困窮之士民救助筋屹度御吟味有之度事」と述べられているように
（（1
（
、伊地知小十
郎は前述した派遣趣意書における民政重視の方針に沿う形で、八重山において困窮する百姓の救済策を中心に提言 。この中で伊地知小十郎は百姓困窮の主 因として士族人口の多さを指摘しつつ、具体的な政策として食糧対策（漁業 養豚 ・ 養山羊 奨励） ・ 島外への流通を前提とした産業振興（楮 ・養蚕 ・ 薬種 ・ 菜種 ・ 綿 ・ 藍等の生産、鉄製農具導入、林業） ・ 生活向上策（島内での桶生産、医学 導入溜め池整備、教育振興など）という大きく分けて三つ 観点から提言を行った。　
特に伊地知がここで強く主張する官員の削減については、 「何れ之国茂官員を減するを至当之論ニ
相究候」とあり、他国もしくは日本の近代化と比較した視点から改善の指摘がなされている。これは前述した口上手控書などにおいて、 を始めとする諸国の在り方に琉球を適合させようとす 意図とも関連 ており、伊地知らが内政改革を要求する上で、琉球 非同時代性（言わば非近代性）を論
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理として持ち出していることがわかる。そして、このような琉球への内政改革の要求は、琉球管内の周辺地域に位置付けられる八重山においても例外ではなかったのである。また、削減の具体的な数についても「五人者三人減シ、四人者三人或弐人減シ、三人者弐人或一人ニ減シ」とあるように、現状から四割程度の削減が掲げられ おり、 「琉球処分起原」に見られる上級士族の従者削減目標 数とも類似して る。　
八条以降の内容については幕末薩摩藩における藩政改革を参照した可能性が推測される。紙幅の都
合上、その詳細な分析は稿を改めるが、 「地方の民政は藩政の基礎をなすも といふべく藩政改革に於いて諸郷民政の振興といふこ は一の重要な題目であった」と指摘されるように
（（1
（
、維新後の薩摩藩
では民政を基礎としながら藩政改革が行われた。その過程においては、一八六八年二月から全国に先駆けて諸役の削減を実施する ど、廃藩までの二、 三年間に藩職制の根本的改定 はじめとする士身分に関する変革、軍備の改編、神仏分離、寺院廃止、学制の改正、検地 実施など藩政全般に渡る改革が行われた。伊地知ら琉球への派遣官吏たちが、この薩摩藩 藩政改革にどれほど関与 いた今のところ不明であるが 提言書本文においても一箇所だけ 学校の休日についての但書において「鹿児島学狭（学校）者、月ニ六日之休日ニ而候」と記されており、鹿児島（薩摩）での政策が参照されている様子が窺える。ま 、 小十郎 八重山調査 そ 後 田代安定による八重山巡視とも繋がっ おり、田代が八重山に出発する前に伊地知から助言をもらっている様子が史料に残されて
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る
（11
（
。
　
この提言の最後には、 「右之通存慮之事件弐拾七カ条取調部、伊地知壮之丞・奈良原幸五郎江示談
いたし同意之上及御取合候以上
　
申
 五月
　
伊地知小十郎」と記されており
（1
（
、伊地知壮之丞と奈良原
の同意の上、この年の五月に琉球王府へ提出された。豊見山氏によれば、この提言を首里王府は考慮してはいないというが
（11
（
、このような八重山をはじめとする琉球管内での救民、勧業策はその後の官公
調査においても何度も見られる。　
ここまでは、明治政府による「琉球藩王冊封」以前の鹿児島県主導による官公調査と内政改革案に
ついて考察した。次に「藩王冊封」直後から始まる大蔵省主導の官公調査について考察し、これらを踏まえた上で一八七四年の伊地知貞馨によ 「琉球藩再建案」について分析を加える。
第二章
　
外務省管轄期の琉球内政調査について
　
第一節
　
大蔵省による官公調査（一八七二～一八七三年）
　
一八七二年九月の「琉球藩王冊封」直後には、琉球の実情把握を企図した大蔵省 主導による調査
が行われている。これについては、 『沖縄県史』第五巻 『沖縄県史』別巻（沖縄近代史辞典）や平良勝保氏の研究に詳しく述べられており この時琉球王府から提出された資料を元に『 県史』一四
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巻に収録された「琉球藩雑記」や、これと類似した外務省作成の資料である「琉球藩諸調書」が作成された。この両資料の異同については 平良氏の研究で詳述されているため、ここではその元となった「尚家文書」所収の大蔵省関連資料を中心にその初動段階をみていく。　
尚家文書六八一号「癸酉正月
 大蔵省より御書付全」およびその控にあたる同六八二号「大蔵省よ
り御書付控」は、ともに第一号から第二五号までの文書で成っており、この時期に琉球へ派遣された大蔵省官僚根本茂樹と琉球王府と 間での詳細な交渉過程が見られる。根本は一八七二年九月二八日に琉球出張を命じられ、琉球と諸外国との条約を外務省へ移管する命を受け 伊地知貞馨と共に同一一月二八日に着琉している。　「大蔵省より御書付控」の第八号文書において根本は、琉球での租税徴収に関して、以下のような書状と質問項目を王府上層部へ差し出した。　
貢租税法ハ民部之要領理財会計之大本ニシテ、一国之隆之替人民之盛衰ニ関切スル今更言ヲ竢サル儀ニ候處、御藩管轄地方之儀ハ遠ク慶長以往之検地タルヲ以テ租庸調之方法、或ハ今日之実際ニ於而、自然農民之甘苦平準ニ出テサル儀無之トモ難申。然リトイヘトモ、其改正宜キヲ得ルハ古今一大難事 シテ 漸々歳月ヲ経ルニ非レハ、決而不叶次第ニ候得共、時運 変遷 従ヒ、又改メサルヲ得サレハ人情世態ヲ御参酌之末、 漸ヲ以御釐正 御見込モ可有之。因而拙者共ハ先以、
（00
当地方并先島々ニ至ル迄、因習之賦税法及ヒ御藩収納之総額等豫メ調査之上、大蔵大輔ヘ追而相達候条。則右取調方、凡例并ヶ条書共別冊之通指進候間、右書式ニ照ラシ詳細取調可被指出候。尤書式ニ倣ヒ難書分株、或ハ高掛賦米銭等ニ至ツテハ、各種之名唱一様ナ サル儀モ可有之間、調方ニ臨ミ巨細之条件ハ其筋主務之役々ヨリ直ニ問合候様 達置可被成候。尚順次ヲ以、可及御尋問候得共、先指向此段御達申入候也
　
癸酉第一月十日
　　　　　　　　
根本茂樹
　　 　　　
川平親方殿
　　
浦添親方殿
　　　　　
目
一、検地年暦一、石盛区別取扱方一、反別 反歩之坪数并取扱方一、年貢諸役取立方手続納期限一、是迄調 いたし来候出物米八千六百石余之原由一、村吏役給等之有無并各村 定員
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一、桝大小之区別并入目一、米麦大豆等 俵入一、農具 ト通リ之数并其名一品限リ之概略図一、田畑培養肥之品物類一、米麦大小豆雑穀 類蒔付旬季并取収之季節　　　　　　
但稲者種下シ之節共
一、農間男女稼之次第一、従前取扱来候租税之方法
　　
右之通ヶ条限
ママ ゜
 書カ
詳細取調書面を以可被申立、尚相洩候儀者、追々御達可申入候事
　　
癸酉第一月十日
　　　　　　　　
根本茂樹
　　 　　　
川平親方殿
　　
浦添親方
（11
（殿
　（引用文中の下線は筆者による。以下同）
　
管見の限り具体的な質問項目を提示し、それに沿って王府が回答する形式での書面としてはこれが
初出である。傍線部に見られるようにこの調査では、まず沖縄本島から先島に至る琉球全域における租税の収納方法や総額の質問がなされた。
（02
　
また、第一〇号の文書中には、 「壬申年、伊地知奈良原両人出張之節、追々御達申候取調之廉々書
面ヲ以御答相成候件々、帳面ニ残リ置候分写取御指出有之度、右ハ今度取査シ候カ条ニ見合事柄其節之御調向ニ而、手続次第相知シ候儀ハ、又々御達不申候而相済自然御藩庁之手数相省、一層御管便之方法ト相考候間、此段御内達申入候事
　
癸酉第一月十六日
　
根本茂樹」とあり、伊地知ら鹿児島県派
遣官吏による 査内容を踏まえた上で大蔵省による調査が進められていることが窺える。　
前述した平良氏の研究において「琉球藩諸調書」第一巻の内容が「琉球藩雑記」には反映されてい
ないことが指摘されている
（11
（
。その内容は 「八十歳以上」 「両先島八十歳以上」 「善行」 「孝子」 「貞婦」 「鰥
寡孤独長病廃疾」 「両先島鰥寡孤独長病廃疾」となっているが、 これに関しては尚家文書四六八号「同治十一申年より翌酉年迄
 案書写」に次のような内容が見られる。
　　
一、管内之忠臣、孝子、貞婦、義僕之輩細密探索之事
　　
一、鰥寡、孤独、長病、廃疾之者糺方之事
　　
一、貴賎男女ニ不拘 年八拾以上 取調
　　
右之条々涯々御取調巨細書附を以、致承知度
（11
（候
　
この奥付には「申正月廿七日
 伊地知壮之丞
 奈良原幸五郎」とあることから、前述したように大蔵
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省以前の鹿児島県派遣官吏による調査で調べられた内容が反映されていることがわかる。　「大蔵省より御書付控」の第八号、第一〇号および一二、 一三、 一四、 一五号の文書において、 『琉球藩雑記』の元になる質問項目が挙げられている。 「大蔵省より御書付控」の詳細な項目と、 『琉球藩雑記』との対応については【表】を参照されたい。
・ 「大蔵省より御書付控」 （尚家文書六八二号）【表】 「大蔵省より御書付控」質問項目一覧および「琉球藩雑記」内容対応表
文書番号項目
内容
対応番号
第八号
（目）検地年暦
石盛区別取扱方反別一反歩之坪数并取扱方年貢諸役取立方手続納期限①是迄調 いたし来候出物米八千六百石余之原由村吏役給等之有無并各村 定員桝大小之区別并入目米麦大豆等之俵入農具一ト通リ 数并其名一品限リ之概略図
②
田畑培養肥之品物類米麦大小豆雑穀之類蒔付旬季并取収之季節但稲者種下シ之節共農間男女稼 次第従前取扱来候租税之方法③
第十号村高税額一村限帳索
④
巻
項目
内容
対応番号
備考
一人口、戸籍
　　
琉球藩職分総計
⑱
　　
琉球藩戸籍総計
⑰
二段高、租税、物産
　　
（一）甲号
 琉球藩所轄郷村高並収納辻此訳
　　　　
その他
　
田
④
　
畑
　
定納物
　
納合
　
外
　
外
歳入
⑥
　
正租
　
雑税
　
諸掛物
　
雑入
　
置居
・ 「琉球藩雑記」
（0（
第一二号一号産物表雛形米
⑤
麦雑穀類蔬菜類野獣海魚家畜草実類桑茶楮漆櫨麻及ヒ麻ニ類シ織物綯物藍紅花木綿煙草茉？品繭蛹海藻類織物蠺種紙生糸酒酢醤油味噌塩油砂糖金銀銅鉄類器珠玉珎翫之類
（惣計）
⑥
歳出　
従前納来候貢米並運賃米
　
藩庁諸費
　
藩王歳費
　
藩臣家禄
　
官員歳俸
　
扶持給金並賞誉物
　
置
（惣計）
歳入出差引予備元予備払
　　
（二）乙号
 琉球藩租税法其他市在制置調
　　
（三）琉球藩管内物産表
　
米
⑤
　
麦
　
雑穀類
　
蔬菜類
　
家畜野獣
　
魚介
　
菓実類
　
桑弐万本余
　
材木類
　
薬品
　
繭
　
海藻類
　
織物
　
芭蕉布
　
泡盛
　
塩
　
油
　
砂糖
　
欝金
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皮革之製法及ヒ其数器類ニ可作モノ
⑤
藺蓙蒲菰敷物類石器漆器竹器陶器木具紙蝋燭筆墨類羽毛類朱薪炭
二号歳入歳出表雛形
⑥
歳入正祖
雑税諸掛り物雑入返納置居「惣計」
歳出藩廰諸費
藩王歳費藩臣家禄官員歳俸扶持給分雑出貸渡置「惣計」
歳入出差引
予備元払雛形予備元
　
皮革品代
⑤
　
藺蓙代
　
蒲蓙代
　
陶器類代
　
漆器並木具類代
　
紙類
　
蝋燭
　
炭薪
三家禄、官禄
　　
（一）琉球藩臣家禄記
⑲
　　
（二）琉球藩臣官禄記
　　
（鹿児島よりの拝借銀等にて士民救助）
四法条、褒美、条例 約条
　　
（一）法条
⑨
　　
（二）褒美条例
　　
（三）約条
→第一六号に　
関連する記述
五雑事、学校、医院、社寺
　　
（一）琉球藩諸件調査冊
　
国王歴代及衣冠之事⑦
　
城郭官舎市街村落之景況⑧
　
官舎並事務局之法度⑨
　
局々事務之法度並取扱等之
順序
⑨
　（納米）　全部之制置
⑨
　（貢米其他収品納期限及運賃）
①
　
年中礼式
→第十号に　
関連する記述
　
衣服之制限
⑨
　
兵備兵器之形様
⑬
　
船車之式
⑫
　（度量衡）
⑯
　
農具概略図
②
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返納
⑥
予備払減失（差引）
三号
本琉球國ヲ始諸属島ニ至ル迄幅員周圍之事藩王之歴代及ヒ衣冠之事⑦城郭官舎市街村落之景況⑧全部ノ制置
⑨
戸口本琉球ヲ始属島共港津之事⑩河流堤橋
⑪
船車ノ式
⑫
兵備兵器ノ形様
⑬
学校医院
⑭
社祠佛寺
⑮
度
⑯
量衡
第一三号
戸籍編制ノ事死者届方期限之事戸長副給料之事番号之事送籍証之事囚獄及徒流人之事総計表并届期限寄留者之事戸籍総計書式
⑰
職分総計書式
⑱
寄留総計書式
第一四号
中山世鑑球陽記
第一六号俸禄取調帳雛形
⑲
　
河流堤橋
⑪
　（渡し舟）　本琉球を始属島共湊津⑩
　
学校医院
⑭
　　
（二）学校之規則
⑭
　　
（三）社寺旧記祭典之式
⑮
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第一二号文書の冒頭には「御藩管内ニ産出スル諸物産品并歳入歳出総計調表其侘民治一切ニ関係ス
ル数件之条欵別紙一号ヨリ三号マテ凡例ヲ以御達申入候間夫々取調御差出可成候」とあり、その後にさらに細かく第一号から第三号までの質問項目が記されている。一例を挙げると、第一二号の一号には「産物表雛形」と記してあり、次のような形式で書かれている。　　
琉球國
　　　　　　　　　　　　
琉球藩
　　
米何百何十何万何千何百何拾石
　　
但親米
　　
内
　
米何程
　　　　　　　
貢納
　　
米何程
　　
廰中諸費并藩王歳費
　　
米何程
　　
藩臣家禄及ヒ官禄給扶持等
　　
米何程
　　
人民自用費消
　　 　　　　　　　
他国江輸出
　
上記の米と同様に、 【表】中にある他の産物についてもその種類や産出量が細かく項目立てられて
おり、最後に「右之通当管内一ヶ年出産高大積取調書面之通候也
　　
琉球藩
 長官姓名」と責任者の
署名のフォーマットが示してある。 【表】からわかるように、これらは大蔵省作成の「琉球藩雑記」
（08
とほとんど整合しており、この一八七二年に根本茂樹によって行われた調査は、明治政府主導による本格的な官公調査の嚆矢という とができるだろう。　
以上のような大蔵省から王府への質問項目に対し、翌一八七三年に王府から大蔵省へ回答が送られ
ており、これらは尚家文書六八四号および六八五号「大蔵省御役々衆江御届書控」からその内容を窺い知ることができる。ここではその詳細に関する検討は行わないが、この段階において琉球王府からもたらされた情報により明治政府や琉球在勤官たちが、その内情をより具体的に知るに至ったということは確かである。　「琉球藩王冊封」以降、琉球の管轄が近世期から続く鹿児島（薩摩）から外務省へ替わると、その初発段階においては鹿児島県官からもたらされた情報を引き継ぎつつ、琉球からの租税徴収を再構築する必要から、その内情に関する調査が行われた。　では、最後にこれまで見てきた官公調査を踏まえつつ、伊地知貞馨が王府へ提出 た「琉球藩再建
案」 （一八七四年） つ 考察す　
第二節
　
伊地知貞馨「琉球藩再建案」について─外務省管轄期の到達点─
　
鹿児島県による官吏派遣から二年後の一八七四年一月には、 伊地知貞馨 （壮之丞） から 「琉球藩」 （琉
球王府）宛ての「琉球藩再建案」が提出され 。前述したように、伊地知貞馨は一八七二年に鹿児島
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県の命を受けて来琉し、それ以後一八七六年に「出仕免」となるまで琉球現地において重要な役割を担った官吏の一人である。　
琉球在官時代の伊地知貞馨の動向については、原口邦紘氏の研究に詳しい。原口氏は外務省管轄時
代の明治政府による対琉球政策の基調を「漸次鎔陶」主義とし、その過程で重要な役割を担った伊地知貞馨については「琉球藩在勤に際しての貞馨の重要な使命は、藩王冊封後の現地の「藩論」と藩士民の人心を掌握し、将来の琉球施策の方策を探ることにあった」と指摘する
（11
（
。しかしながら、原口氏
の研究では明治政府の対琉球政策の変遷および転換と、その過程での伊地知貞馨 役割に主眼が置かれているため、ここで取り上げる「 藩再建案」についてはほとんど言及されていない。　
この「琉球藩再建案」の前年一八七三年には、琉球が欧米各国と結んだ条約の正文を明治政府が
接収し、九月には外務卿の覚書をもって琉球の政体と国体に変化がないことが確認され 年貢は八二〇〇石と定められ 。この段階において、一八七二年から続く明治政府と琉球との関係再編過程において、一応の決着がついたと言える。　「琉球藩再建案」において伊地知貞馨はまず、伊地知小十郎、奈良原幸五郎らと共にはじめて来琉した時の巡回の様子を踏まえて次のように述べて る。　
明治五年一月鹿児島県庁ノ命ヲ受ケ、奈良原繁同行、渡琉ノ節、部落ヲ巡回セシニ、窮士農ニ至
（（0
ツテハ、府県窮民ノ比ニ非ス、矮小ノ茅屋ニ屈居、身ニ全衣ヲ纏ハス、足ニ草鞋ヲ着セス、土間住居セル者多ク、愍然 情ヲ起サヽルヲ得ス、之ヲ救フノ術ヲ思ヒ、良法ヲ得ス・僅カニ島津氏ヨリノ旧債ヲ與ヘ、切ニシタル金ヲ本ニシ、其年々消却スヘキ筈ノ銭ト琉官ノ計ラヒニテ、摂政三司官ノ俸禄減少、諸士高禄ノ者ヨリ出米ヲ出サセ、此ノ二株ヲ以テ年々各村ヲ割付、極窮離散ニ至ル者ヲ扶助スルノ道ヲ立テタルマテノコトナ
（11
（リ
　
巡回を通して困窮する士族・百姓の現状を目にした伊地知貞馨であったが、この時は「良法」を得
ることはできず、唯一行った施策といえば薩摩藩時代の旧債を免除し、摂政・三司官の俸禄の削減と高禄の士族から出米させることで窮民救済に充てるのみであった。これはすでに第一章で言及しているが、こ 文面を見る限り一八七二年に伊地知らが琉球王府に対して行った要求は、これ以外 面ではほとんど受け入れられなかったようである。　
その後、伊地知貞馨は長期的なスパンでの救荒対策を急務と捉え、奈良原と談合した上で琉球管内
での①海畔湾曲の開墾、②養蚕業を王府へ提案している。①については僅かな資金をもって海水を防ぎ、干拓できる土地が琉球管内に数ヶ所あると指摘 た。②については、視察の経験から首里と那覇の女性を中心に製織に従事す 人間が多く、桑も自生しており、養蚕の知識を持つ者もいることから各家 周りや路傍 数百万株 桑苗を植え、これらの人々に織らせ ことで「藩産倍蓰スヘシ」と提
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言した。しかしながら、伊地知小十郎の時と同様に王府はこれに応えることはなかったようであり、その要因について伊地知貞馨は「寸地ヲ開ケハ随テ租税加ハリ一産ヲ益セハ随テ一法立チ士民益困却セリ今之レヲ諭ストイヘトモ一人モ應スル者ナシ」と指摘している
（11
（
。王府は明治政府による新たな課
税と収奪を警戒し、この時の伊地知らの提案に応じなかったのである。　
また、この再建案中では王府が新たな産業に取り組まない別の理由として、 「是マテ鹿児島ヨリ那
覇港内ニ産物会社ヲ設ケ人民ノ咽喉ヲ扼シタル如キ商法ヲ 居タル後ニモ之アリ」とも述べられており
（11
（
、鹿児島からの寄留商人の存在を挙げている。寄留商人など外から琉球へ入ってくる人々のもた
らす「うまい話」に対する警戒心はより高まっていたのだろう。寄留商人の存在がネックとなり、沖縄県庁など中央政府の出先機関での施策が行詰 る構造はこの時期に止まらず、その後「旧慣」温存期の沖縄県に いても間々見られ 現象であった
（11
（
。
　
この後、伊地知の「琉球藩再建案」を受けて王府は、同年三月に外務省に対して開墾に関する上申
を行った。この上申の冒頭では伊地知の再建案を踏まえつつ、 「兎角、前来之風習ニ凝リ、開地物産相広リ候ニ従ヒ、租税自ラ被召重、却而労シテ無功儀ニ形行候ニ付、終ニ致固滞、富国之道開兼申候段、幾重ニモ残念奉存候」と述べており
（1
（
、王府も開墾や勧業による税負担の増加が懸念となっている
ことを明らかにした。そして、 「朝廷御直管被仰付、右通貢納之定額ヲモ被召定候上者、自今増税等不被仰付候間、上下共無疑惑勉励仕候儀ニ候得者 と述べ
（11
（
、前年に定められた貢納額以上の税負担を
（（2
負わなくて済むのであれば、開墾や勧業に踏み切ることを上申している。これに対して明治政府（外務省）は、六月二七日付で「其藩之義ハ年貢米八千二百石ト被定、其土地ハ全ク藩王ニ被委任候義ニ付、新地開墾物産繁殖等ハ藩王ノ見込ヲ以テ励精着手可致候事」と指令を出し
（11
（
、内政に関する事は藩
王に委任する旨を伝えた。　
以上、伊地知貞馨「琉球藩再建案」について見てきた。簡単にまとめると、これは外務省を通した
明治政府と琉球との関係性（年貢の確定や国体の不変等）が確立したことを背景にしつつ、伊地知自身の二年前の反省を踏まえて出され 再建案であった。再建案の内容として主に開墾と養蚕による勧業が挙げられており、これには伊地知が実際に琉球の現状を見て実現可能 判断した施策が提案された。二年前 諸政改革提言と比べ、絞った内容となっている は、前節で取り上げた前年の大蔵省による詳細な調査など琉球 内情に関 情報が官吏たちの中 蓄積された影響も無視できないだろう。なお、養蚕についてはこの後琉球へ赴任した内務省官僚河原田盛美も言及してお 、廃琉置県処分以前の琉球に適した勧業として広く認識されてい ことが窺える。　
また、 王府が内政改革を実施しない理由として、 伊地知は税負担の増加に対する懸念を挙げており、
王府も同様の見解を示してい 。前述 た伊地知・奈良原らによる諸政改革提言もこの理由により根本的な改革の実施に至らなかったのである。これを踏まえて、 伊地知の「琉球藩再建案」に対 は、政府から開墾地や産業振興に対 追加 課税をしない言質が取られ 、実際に王府によって開墾
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や勧業が進められたのかについては不明である。しかしながら、この後すぐに琉球の管轄は外務省から内務省へ替わり、それまでの伊地知貞馨に替わって松田道之 現地で イニシアチブを握ると、流れは急速に琉球の「処分」へと向かっていく。この急速な変化の中において、開墾や勧業振興などの内政施策がどれほど進められていたの 明らかにすることは今後の大きな課題 ある。
おわりに
　
以上、本稿においては一八七二年の鹿児島県派遣官吏から一八七四年に琉球の管轄が内務省へ代わ
る直前の伊地知貞馨までの官公調査について考察を行った。　
この官公調査の内容を踏まえると、王府に出された内政改革案においては一貫して窮民対策 挙げ
られていた。これは、その後の官公調査や初期県政期においても課題に挙げられていることから、王国末期の琉球において根深い問題であったと思われる。一八七二年 官公調査で 、鹿児島を参考にした官員の削減や勧業など多岐にわたる改革案 提案された。第一章で 考察を踏まえると、こ で目指されたのは琉球の「鹿児島化」であったともいえるだろう しかし、これに対し 琉球王府は新たな収奪の可能性を懸念し、伊地知らの要求を受け入れる構えを見せながら 王府高官の家禄削減など最低限の施策を講じるにとどめた である。
（（（
　
そして、管轄が外務省に移管されて以降、大蔵省を中心とした調査によって琉球の内情が明らかに
なる。その一方で、欧米列強との外交権が接収される等、緩やかに明治政府への取り込みが進む中、琉球の内政に関しては従来通り王府に一任する体制が一応整えられた。一八七四年の伊地知貞馨「琉球藩再建案」では、 王府体制が継続する中での次善策として開墾と養蚕 よる勧業の二点が提言され、王府もこれに応じ、開墾に向けた上申を行った。　
本稿で取り上げた鹿児島県管轄期および外務省管轄の完成期は、時間としては非常に短く、目まぐ
るしく状況の変化する時期 ある。その め、いわゆる「琉球処分」過程を明治政府 琉球 併合過程と単純に捉えると、王府と担当セクションとの駆け引き 中で生じる琉球の内 面 ついては見づらいものとなってい 。この時期 研究 は、資料上の制約から対外関係や 処分研究が主流となっているが、本稿で試みたように今後は琉球の内政に関する詳細な分析を進め、 を取り巻く状況が目まぐるしく変化する中で、ど よう 琉球の内政運営が行われていたのか明らかにする必要があるだろう。（付記）
　
本研究は日本学術振興会科学研究費補助金「沖縄の初期県政（一八七九─一八八三）に関す
る政治史的研究」の助成を受けている。
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【注】（
（） 
ここでは、琉球の所属をめぐる日琉間の外交交渉において強調された同時代用語としての「処分」という語のニュアンスを尊重しつつ、日本政府による強権的な琉球王府の廃滅とそれに替わる沖縄県の設置過程（一八七九年三月から九月の政治過程）を「廃琉置県処分」という語で記す。
（
2） 
この中華的な「藩」の位置付けに いては、波平恒男『近代東アジア史のなかの琉球併合─中華世界秩序から植民地帝国日本へ』 （岩波書店、二〇一四年）を参照されたい。波平氏は、一八七二年の琉球藩王冊封に係る明治政府内での議論について「これらから分かるのは、外務省、左院とも冊封をいわば日本型小 主義の発想に立って解している と ある。その上で、外務省 左院のよう 「藩」号 可否は必ずしも近世末や「府藩県」三治制の下で 「藩」という直近の日本史に引き寄せて解釈するのではなく、むしろ宗主国と朝貢国との「藩属」関係 意味、まさに「藩属国」 （藩国、属国）の意味で「藩」号を理解していたと言えるだろう」 指摘し、藩王冊封を日清両属体制の分明化として捉えている（同書一四六～一五二頁） 。
 
なお本稿では、従来「琉球 」と呼ばれていた時期 一八七二～一八七九 の 球に果 して「藩」と呼べる実態があ のか懐疑的な立場から、波平氏 論を引いているが この点について 琉球内部の状況を踏まえて今後検討する必要があると思われる。
（
（） 
新里恵二「解説」 （新里恵二編『沖縄文化論叢』一歴史編 平凡社、一九七二年） 頁。
（
（） 
高良倉吉「歴史学」 （琉球政府編『沖縄県史』五各論編四
 文化（上） 、沖縄県、一九七五年） 。なお、この中
（（6
で高良氏は、この官公調査に該当する研究として、大槻文彦『琉球新誌』 （一八七三年） 、大蔵省調『琉球藩雑記』 （一八七三年） 、 小林居敬『琉球藩史』 （一八七四年） 、 河原田盛美『琉球備忘録』 （一八七五年） 、 同『琉球紀行』 （一八七六年） 、伊地知貞馨『沖縄志』 （一八七七年） 、松田道之『琉球処分』 （一八七九年） 、内務省編『琉球処分提綱』 （一八七九年） 、松井順次『琉球事件』 （一八八〇年）を挙げている。
（
5） 
この研究成果は、平良勝保『近代日本最初の「植民地」沖縄と旧慣調査ー一八七二～一九〇八』 （藤原書店、二〇一一年）にまとめられている。
（
6） 
注２と同。
（
7） 
豊見山和行「 「宮古島八重山島江富川親方御検使之時日記」第四八七号について」 （豊見山和行研究代表『琉球国王家・尚家文書の総合的研究』二〇〇四（平成一六 年度～二〇〇七（平成一九）年度
 科学研究費補
助金（基盤研究（
B
） ）研究成果報告書、二〇〇八年）七一頁。
（
8） 「処蕃始末」 （横山学責任編『琉球所属問題関係資料』第六巻、本邦書籍、一九八〇年）一二～一三頁。
（
9） 
もちろん、薩琉関係については政府から鹿児島県へ問合せが行われていたようであり、伊地知壮之丞と奈良原幸五郎連名の「口上手控書」 （一八七二年一月）には、 「実は度々朝廷より御当所（ （琉球） ）之会釈向国政等之次第逐一取調申出候様被仰渡 とある （東恩納寛惇編 『尚泰侯実録』 原書房、 一九七一年、 初出一九二四年、一八五～一八六頁） 。また、薩琉関係については 八七一年七月一二日付「鹿児島県ヨリ差出候琉球一條取調書」 （注６書）などの資料が見られる。
（（7 一八七〇年代前半の琉球（藩）における官公調査
（
（0） 
東恩納寛惇編『尚泰侯実録』 （原書房、一九七一年初出一九二四年）一八六頁。
（
（（） 
注
（0と同
 一八一～一八二頁。
（
（2） 
注
（0と同
 一八六頁。
（
（（） 
伊地知貞馨「琉球処分起源」 （前掲『琉球所属問題関係資料』第六巻）
 五頁。
（
（（） 
注
（0と同
 一九〇頁。
（
（5） 
注
（0と同
 一七七～一七八頁。
（
（6） 
注
（（と同
 六頁。
（
（7） 
注７と同
 七一～七三頁。
（
（8） 「宮古島八重山島江富川親方御検使之時日記」尚家文書四八七号。
（
（9） 『鹿児島県史』三（近藤書店、一九七四年）五九三頁。
（
20） 
田代安定は八重山調査に先駆けて、 「旧八重山在勤鹿児島県士伊地知気通氏ノ意見ヲ以テス」と記している（ 「沖縄県下八重山群島取調始末外篇」国立台湾大学図書館「田代安定文庫」所蔵） 。なお、本資料については國吉まこも氏に御教示いただいた。
（
2（） 
注
（8と同。
（
22） 
注７と同
 八一頁。
（
2（） 「癸酉正月
 大蔵省より御書付全」 （尚家文書六八一号）および「大蔵省より御書付控」 （尚家文書六八二号） 。
（（8
（
2（） 
注５と同
 一五二～一五三頁。
（
25） 「同治十一申年より翌酉年迄
 案書写」尚家文書四六八号。
（
26） 
原口邦紘「外務省六等出仕伊地知貞馨と琉球藩（下） 」 （ 『西南地域史研究』一〇輯、一九九五年）四二六頁。なお、ここでの「漸次鎔陶」主義とは、 「琉球藩をして自発的に清国関係から離脱せしめ日本に帰属するよう導くことを真の狙いとしていた」と述べられている（同書四二五頁） 。
（
27） 「琉球処分（上） 」 （前掲『琉球所属問題関係資料』第六巻）
 二七六頁。
（
28） 
注
27と同
 二七八頁。
（
29） 
注
27と同
 二八〇頁。
（
（0） 
これに関しては、拙稿「沖縄県設置直後の「鍋島県政」による勧業政策─鹿島藩政との連関と糖業保護政策を中心に」 （ 『沖縄文化』五〇（二） 、二〇一七年）を参照されたい。
（
（（） 
注
27と同
 二七三頁。
（
（2） 
注
27と同
 二七三頁。
（
（（） 
注
（0と同
 二三八頁。
